市議会だより原稿用紙　　（日本共産党）　（石井通春）
↓ここから記入してください。　
標題１：市民に説明できない「原子力災害広域避難計画」を再稼働の口実としないように
（問）今年3月に浜岡事故の際の「広域避難計画」を策定したが、大地震の中、自家用車で埼玉や神奈川に避難するなど「絵空事」の内容である。市長は再稼働は「安全対策があらゆる角度から万全であると合理的に検証」されない限り認められない立場だが、本計画はそれに見合う内容か。
（答）本計画と安全対策は別問題であり、この計画をもって再稼働を認める事とはならない。

（問）本年度、この計画に基づく避難訓練を行うとしているが、市長が再稼働の条件としている「住民の合意」がなされたと考えるか。

（答）市民の命を守るため訓練を実施する。再稼働の是非については、本計画と訓練ではなく原発の安全性が市民に納得できるものでなくてはならない。
標題2：給食センターの統合　主役である子どもたちの立場がいかされているか
（問）現在、市内3つの（北部、中部、西部）給食センターを2か所に統合（北部、西部を廃止）する案が議会に示されている。この計画は葵区の建築事務所が策定したものである。給食の主役は子ども達である。大規模化による地産地消の逆行、食育の観点など、市民の声を聞いてこの計画を作ったのか。
（答）校長、PTA会長、栄養教諭などの協議会で議論し、1500人に対して市民アンケートを実施した。

（問）私も高洲中PTA会長をしているが、小中一貫、社協など協議会に会長が出る事で600名の保護者の意見を聞くことになる。アンケートも26問中給食の設問は1問のみである。これで聞いたと言えるか。

（答）頂いた意見は、今後の具体的な設計の参考にしていきたい。

（問）新センターは6000食規模で対応できるが、10000食としている。将来、2センターから1センターにする事が伺えるが、2以上を維持すべき。
（答）中部センターの老朽化（令和10年）の時の状況を見て、改めてセンター数を検討する。

（問）子どもの貧困が進んでいる。給食費の無償化を検討すべきではないか。

（答）財源は限られている。情報収集に努める。
